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会計情報の特性
松尾率正
はしがき
会計原則を統一的原理のもとに見直すために，概念枠組計画を進めている
財務会計基準審議会 (FinancialAccounting Standards Board : F ASB)は， 1980
年5月，財務会計概念報告書 (St!).tementof Financial Accounting Concepts) -
以上「FASB概念報告書」という一第2号「会計情報の質的特徴」 (Qualitative 
Characteristics of Accounting Information)を発表した。
本稿はこの第2号の検討を遥して， FASBが意図している会計情報の特性
を明らかにすると同時に，概念枠組計画において占める第2号の位置と，そ
の計画のもとで果す役割を明らかにすることを目的としている。
1． 会計目的と会計情報
FASBは， 1978年11月に， 第2号に先立って， 同概念報告書第1号「企
業による財務報告の目的」(Objectivesof Financial Reporting by Business Ent-
erprises)を発表した。それは会計の包括的な目的を，投資，与信，その他類
似の意思決定に有用な情報を提供することと規定したうえで，情報利用者，
(1) 
情報要求，およぴ情報媒休を識別し，特定化していた。
情報利用者として，投資家と債権者を，情報要求として，良好なキャッシ
ュ・フローを産み出す企業能力を，情報媒体として，一般目的外部財務報告
を規定していたのである。
(1) FASB, Objectives of F切研cia~ Repor血g by Bus加 s Enterprises, 
Statement of Financial Accounting Concepts _No. 1, F ASB, November 1978, 
pp. 14, 16, 17, paras. 31, 34, 37. 
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その際，情報要求に応えるために企業が提供する情報は，当該企業の経済
資源，資源に対する請求権，およびそれら資源と請求権に変動をもたらす取
(2) 
引その他の事象の影響に関する情報であると規定していた。
したがって，その主たる情報媒体は，ほかでもない，財務諸表である。そ
れにもかかわらず， FASB概念報告書 1号が一般目的外部財務報告を情報
媒体とするのは，利用者の共通の関心，すなわち良好なキャッシュ・フロー
を産み出す企業の能力の予測を可能にする情報としては，財務諸表だけでは
範囲が狭すぎ，経営者の予想等，，企業が自発的に提供する情報を包含せしめ
(3) 
る必要があるからであると規定していた。
財務報告には，経営者による内部利用のための報告や徴税当局が指定する
報告があることはいうまでもない。しかしながら，彼等は自己の欲する情報
を指定する権限をもっている。 FASB概念報告書1号が対象とする利用者
は，そのような権限をもたず，したがって経営者が伝達する情報にのみ依存
(4) 
せざるをえない利用者，すなわち投資家と債権者である。
投資家と債権者による意思決定にとって，財務報告は情報の一部にすぎな
い。一般経済状況，業界見通し等，他の情報と組み合わせて利用する必要が
(5) 
あることを FASB概念報告書1号は諮めている。
FASB概念報告書1号が指摘する投資・与信意思決定のための情報を整理
して， FASBはその後に公表した資料で，次頁の図1のような情報スペクト
(6) 
ルを提示している。
かくして， FASB概念報告書1号の会計目的を，次のように包括的に規定
することが可能である。
企業の財務報告の目的は，投資家，債権者その他利用者が，良好なキャッ
(2) Ibid., pp. 19-20, para. 40. 
(3) Ibid., p. 4, para. 7. 
(4) Ibid., p. 14, para. 30. 
(5) Ibid., p. 10. para. 2. 
(6) FASB Invitation to Comment, Financial Statements and Other Means of 
Financial Reporting, FASB, May 12, 1980, p. 2. 
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シュ・フローを産み出す企業能力を評価するのに有用な一般目的外部財務情
報を提供することである。
この目的を達成するために，情報が備えるべき質的特性，それが FASB
概念報告書2号が規定しようとする会計情報の特性である。次に，同号に即
して，この情報特性をみていこう。
2. 情報特性
(1) 階層化された特性
FASB概念報告書2号は会計情報の特性を次頁の図2のように階層化し
(7) 
ている。同図から，会計情報は，一方では利用者すなわち意思決定者とその
特質に導かれ，他方では，対象認識に際する重要性の判断に規制されて作成
されるものであることが判る。
その際，情報が具備すべき特性が矩形で囲まれた諸特性である。それには，
利用者に対する特性と意思決定に対する特性がある。これらの特性を満たし
たとしても，情報を利用者に提供するには，情報提供によるペネフィットが，
それに伴うコストを上廻ることが期待できなければならない。そのためには，
FASB概念報告書1号が言及していたように，利用者の側でも，情報の理解
(8) 
を増すための努力が要求されることになることは言うまでもない。
以下，同図に示された諸要素を更に立ち入って検討しよう。
(2) 意思決定者とその特質
ここでは，意思決定者それ自身の識別を意図していない。その作業は，す
でに， FASB概念報告害 1号によって済まされている。そうではなくて，
むしろ意思決定者が情報の有用性を判断するに際する特質を明確にすること
に， FASB概念報告書2号の目的がある。
(7) FASB, Qualitative Characteristics of Accounting Information, Statement 
of Financial Accounting Concepts No. 2, FASB, May 1980, p. 15. 
(8) F ASB, Objectives of Financial Reporting by Business Enterprises, op. cit., 
p. 17, para. 36. 
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会計情報の利用者
普逼的制約
利用者に対す
る情報特性
意思決定者
とその特質
（例：理解、先験的知識）
I 
二意思決定一有用性
意思決定に対する
主なる情報特性
主要特性の成分
??
第2次的、相互作用的特性
認識閾 重要性
図2 階層的情報特性
情報の有用性に関する意思決定者の判断は，彼の先験的知識の豊富さと情
(9) 
報の意義を理解する力に依存している。
情報の有用性は，当該情報が意思決定に及ぼす影署力によって決まる。情
報の影響力は，意思決定者がすでに，どれほどの知識を有しているかに依存
している。かくして， 「経営者や非上場企業の株主は， 上場企業の株主ほど
(10) 
外部財務報告によって提供される情報を有用と判断することは少ない」とい
(9) FASB, -Qualitative Characteristics of Accounting Information, op. cit., 
p. 63, para. 153. 
(10) Ibid., p. 17, para. 38. 
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うことになる。また，情報の有用性は，利用者が当該情報をどれほど十分に
理解しうるかにかかっている。たとえ，利用者が直面している状況に適した
情報であったとしても，利用者が当該情報を理解できなければ，その利用者
(11) 
にとって当該情報は有用ではない。
情報の有用性に影響を与える意思決定者の特質のうち，前者は目的適合性
に，後者は理解可能性につながる。いずれにしても，会計情報を有用ならし
める質的特性を論ずるにあたり，情報の特性だけでなく，情報利用者の特質
も情報の有用性を規定することを明確にしている点は， FASB概念報告書
2号の特徴である。
(3) 利用者に対する情報特性
FASB概念報告書2号が利用者特性としている理解可能性は， FASB概
念報告書1号の目的命題： 1から引出されている。目的命題： 1は，意思決
定に有用な情報を提供すべきことを規定した後，その情報は事業活動を正し
く理解し，情報を研究しようとする意志のある人にとって，理解しやすいこ
とを求めていた。
したがって，情報はそれ自身理解可能でなければならないが， それ以前
に，情報の利用者の側で，情報を理解しようとする努力が求められる。
FASB概念報告書2号が理解可能性を利用者に対する特性としているの
は，この点にあるものと推測しうる。
しかしながら，理解可能性は，どこまでも，情報の特性である。利用者に
情報を理解しようとする意志があるならば，提供者は利用者が理解可能な情
報を提供しなければならない。
かくして， 「情報の理解可能性は， 利用者の特質と情報に固有の特性の組
合せによって支配される。理解可能性が，情報特性の階層上，利用者の特質
と意思決定に対する情報特性との間の繋ぎ輪として位置付けられている所以
(12) 
はここにある。」
(11) Ibid., p. 17, para. 39. 
(12) Ibid., p. 17, para. 39. 
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(4) 意思決定に対する特性
情報が意思決定に対して有する基本的資質は有用性である。 FASB概念
報告書2号は，意思決定に対する情報の有用性を満たす基本的特性として，
目的適合性と信頼可能性をあげ，目的適合性だけをもって，有用性の必要に
して，十分な条件とは考えない。この点， ASOBATゃAPBステイトメン
ト第4号とは相遮している。
FASB概念報告書2号は，目的適合性を，情報が意思決定に影響を及ぼし
(13) 
うる能力と規定し，信頼可能性を，利用者が当該表示に信頼を置くことを条
件としながらも，情報が情報の指示対象を誠実に表示しうる能力と規定して
(14) 
いるところから，前者は情報と情報の利用目的との関連を，後者は情報と情
報の指示対象との関連を強調して，これら両者が情報の有用性には不可欠と
見ているといえる。
AAA会計理論及び理論承駆委員会は，経済的意思決定に有用な情報を提
供することを会計目的とする意思決定一有用性接近法を要約するに際して，
情報が意思決定に役立つためにもつぺき規範的性質として，目的適合性と信
頼性を挙げ，それらは各々，有用性の必要条件ではあるが，十分条件ではな
. (15) 
いとしている。そこでは， 目的適合性について， 「ある対象もしくは事象の
属性に関する情報が意思決定に対して目的適合性を有するのは，意思決定者
がその属性の知識をもつことによって，代替的な行為の方向を決定したり，
(16) 
あるいはある代替的な行為の結果を評価することができる場合である」 と
規定し，信頼性を「それは，デークの利用者が，デークに対し，そのデーク
が示そうとしているもののメッセージとして，信頼を置くことができる性質
(13) Ibid., p. 21, para. 47. 
(14) Ibid., p. 26, para. 59. 
(15) AAA, Committee on Concepts and Standards for External Financial 
Reports, Statem暉 tonAcco加血gTheory a叫 TheoryAcceptance, AAA, 
1977, pp. 13, 16．染谷恭次郎訳「会計理論及び理論承認」（国元書房昭和55年）
29頁， 36-37頁。
(16) Ibid., p. 13．同訳書 29頁。
(17) 
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である」 と規定している。 FASB概念報告書2号は， AAA委員会が示し
たこの接近法に強い影響を受けた。しかしながら，後述の如く，信頼性に関
する解釈に変化を来たしている。
勿論，これら両特性のいずれか一方が無効にならない限りにおいて，両特
性間の代替が可能であることはいうまでもない。したがって，これら両特性
が情報において占める意義は相対的であることを， FASB概念報告書2号
(18) 
は指摘している。
ところで，目的適合性と信頼可能性は，個々の情報が独自で有すべき特性
である。意思決定にとって情報が有用であるためには，当該情報がこれらの
特性をもたねばならないことはいうまでもない。しかしながら，これらの特
性は情報の有用性にとって不可欠ではあるけれども，それらのみをもって十
分であるわけではない。元来，意思決定は比較を伴う。企業間であろうと，
特定企業における期間相互間であろうと，比較を通して，情報が指示する対
象の類似点と相遮点を認識することが，意思決定には必要である。したがっ
て，ある情報が他の情報との間に比較可能性を有するならば，当該情報の価
値はヨリー層増大する。しかしながら，意思決定に対する情報の特性とし
て，目的適合性と信頼可能性が基本的であることに変りはない。 したがっ
て， FASB概念報告書2号は比較可能性を意思決定に対する情報の第2次特
(19) 
性としている。
そこで，両基本特性に以後の議論を絞って検討することにしょう。
(i) 目的適合性
会計情報の目的適合性とは，情報が投資家，債権者，その他による投資，与
信，その他類似の意思決定に影響を及ぼしうることをいうが，意思決定に影
響を及ぼすとは，利用者が過去，現在，将来の事象の結末に関する予測を形
(20) 
成したり，以前の期待値の確認あるいは訂正を行うのを助けることをいう。
(17) Ibid., p.10．同訳書 36頁。
(18) F ASB, Qualitative Characteristics of Accounting Information, op. cit., 
p. 19, para. 42. 
(19) Ibid., pp. 15, 45-50, paras. 34, 111-122. 
(20) Ibid., p. 21, para. 47. 
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したがって，階層図に示されているように，情報の予測価値と過去に形成
した期待値の確隠・訂正を可能ならしめる回顧価値 (feedbackvalue)が，目
的適合性の成分となる。既に行われた行為の結末に関する知識は，一般に，
将来における類似の行為の結果を意思決定者が予測するに際して，彼の予測
(21) 
能力の改善に導くために，これら両特性が同時に満されるのが通例である。
注意すべきは，将来事象を予測するのは情報ではなく，情報は予測の基礎
を与えるだけで，予測を行うのは利用者であること，ならびに情報が意思決
定に影響を及ぽすという場合，影響を受ける意思決定とは，必らずしも，す
でに行われた意思決定を変えることを意味せず，情報にもとづいて，すでに
行われた意思決定を変更しないという決定も，それは含んでいる点である。
要するに，すでになされた意思決定の結果に関する不確実性の程度が，．新し
い情報によって確認されたり，変更されるならば，その情報は目的適合的な
(22) 
のである。
情報が目的に適合しているためには，その情報は時宜に適しておらなけれ
ばならない。したがって，適時性は目的適合性の補助的側面である。適時性
のみで情報を目的適合的ならしめるわけではないけれども，適時性の欠如
は，情報の適合性を喪失せしめうる。
したがって，適時性とは，情報が意思決定に影善を及ぽす能力を失う前
(23) 
に，意思決定者をして情報を利用可能ならしめることを意味する。
かくして，目的適合性とは，予測価値，回顧価値，適時性に支えられた情
報特性である。
(i) 信頼可能性
情報の信頼可能性は，情報が提示しようと意図するものを提示するという
意味での誠実性に依存する。その際，利用者の方で，情報がかかる特性を有
していることについて，検証を通して確信を持ちうることが条件となる。
(21) Ibid., p. 22, para. 51. 
(22) Ibid., pp. 21-22, paras. 48-49. 
(23) Ibid., p. 25, para. 56. 
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したがって，信頼可能性とは，具体的事実すなわち経済現象に対する誠実
性と検証可能性から成る情報の特性であると， FASB概念報告書2号は規
(24) 
定する。
具休的事実に対する誠実性とは，測度すなわち記号と，記号が提示しよう
と意図する現象との間の照応性すなわち一致である。ところが，原価であっ
ても，時価であっても，また指数であっても，そこには，何らかの仮定が置
かれている場合が多い。このために，誠実性の特性を完全に満すことは難し
く，結局，具休的事実に対する情報の誠実性は程度の問題であると FASB概
(25) 
念報告書2号は見ている。
したがって，信頼可能性は確実であるとか正確であることを意味するもの
ではない。このことにより，ある見積額を表示する場合，単一測定値として
よりも，一定の幅のある区間測定値として示す方が情報をヨリー層信頼可能
(26) 
にするのである。
ところで，情報の信頼可能性は，測定上の偏向によって歪められることが
ある。 FASB概念報告書2号は会計測定における偏向を，測定方法の偏向
と測定者の偏向に分け，後者を更に意図せざる偏向と意図的偏向に分類して
いる。検証可能性は，•測定者による意図せざる偏向との関連で論述されて
おり，意図的偏向は中立性に係わらしめて論ぜられている。
検証可能性とは，同じ測定方法を使えば，測定者を異にしても，特定の硯
象について，同一の測定値に導く情報の特性である。したがって，検証可能
性の測定は，ある特定の現象について，多くの独立した測定値の分散を調べ
ることによって可能になる。このことは測定操作の反復可能性が検証可能性
の要件であることを意味・している。その目的は，測定者の偏向を縮小するこ
(27) 
とにある。これがFASB概念報告書2号の検証可能性に関する見解である。
(24) Ibid., pp. 26ー 27,paras. 59, 62. 
(25) Ibid., pp. 28-31, paras. 65-71. 
(26) Ibid., p. 31, para. 72. 
(27) Ibid., pp. 34ー 37,paras. 81—89. 
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FASB概念報告書2号の検証可能性には，証拠の妥当性に関する要件が
ない。測定操作の反復が可能であったとしても，測定結果に妥当な証拠によ
る裏付けがない限り，測定結果は信頼可能とはいえない。 FASB概念報告
書2号には，この点の是正を必要とする。
上記の通り，検証の目的は，測定者の偏向の排除にあって，測定方法の適
切さを保証することではない。たとえ幾人かの独立した測定者が特定の測定
方法に合意し，それを正直かつ手ぎわよく適用したとしても，当該方法が測
(28) 
定対象と照応しない測定値を導出するならば，情報の信頼可能性はない。測
定値が測定対象との間に照応性を確保するには，測定方法に偏向があっては
ならない。この点について， FASB概念報告書2号は，測定方法の偏向は，
具体的事実に対する誠実性の特性を満すことによって排除しうると考えてい
る。
かくして，会計情報が信頼可能性の特性を満すには，当該情報は具体的事
実に対する誠実性と検証可能性の両特性を有する必要がある。
会計情報の信頼可能性は，情報がこれら両特性を備えることによって十分
に満されるわけではない。そのほかに，測定対象ひいては測定される属性の
選択に偏向がないことを必要とする。 FASB概念報告書2号はこの特性を
中立性と称して，次のように定義している。
中立性とは，予め定められた結果を導き出したり，あるいは特定の行動様
(29) 
式を導き出すように意図された偏向が，情報に含まれていないことをいう。
会計測定値，とりわけ期間利益，減価償却費等の原価配分額， 1株当り利益等
には，観察者から独立した存在という意味での客観性概念はふさわしくなく，合
意の意味が適しているとして， FASB概念報告書2号は検証可能性を会計情報特
性の一つとした (Ibid.,pp. 35, 65, paras. 84, 158)。
井尻教授も客観性を測定者間の合意と定義したうえで，その定義は検証可能性
の通常の定義と基本的には一致するとされている（井尻雄士著「会計測定の基礎
数ー学的・経済学的・行動学的探究ー 」（東洋経済新報社 昭和43年） 181-182頁）
(28) Ibid., p. 36, para 86. 
(29) Ibid., p. xvi. 
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要するに， FASB概念報告書2号の中立性は，個人的偏向の排除に相当
する。しかしながら，個人的偏向の排除のためには，測定手続の規則化を必
要とする。 FASB概念報告書2号が中立性の項で，この特性は会計基準設
定者としての FASB自身にとっても，重要な意義を有していることを強調
しているのは，このことによると思われる。
以上の論述から，階層図に示したように，信頼可能性は具休的事実に対す
る誠実性，検証可能性，および中立性から成る会計情報の特性であることが
明るかになった。
ここで注意を要するのは， AAA会計理論及ぴ理論承駆委員会の信頼性の
規定との相遮である。前記の同委員会の規定では，信頼性概念が利用者と関
連していることを強調していた。それに対して， FASB概念報告書2号の
信頼可能性は，利用者と関連していることに言及しながらも，むしろその点
にそれほどの力点を置かず，それは目的適合性の問題であるとして，信頼可
能性については，情報と指示対象すなわち経験的硯象との関連を強調してい
る。この相遣が，本概念報告書の特徴の一つをなしていると思われる。
(ii) 目的適合性と信頼可能性の関係
FASB概念報告書2号は目的適合性と信頼可能性が，情報の有用性を支
える基本的特性であることを強調しているが，これら両特性がいかなる関係
にあるかについては明らかにしていない。僅かに，一方を排することがない
限りにおいて，これら両特性間に代替が可能であることを明示しているにす
ぎない。この叙述も実証的研究にもとづくものではない。情報の特性を論ず
る文献に散見されるのが，この傾向である。
(30) 
スクンガの研究が，この疑問に答えを与えている。彼は投資ならぴに与信
意思決定の専門職である財務分析家500人，民間銀行の貸付担当責任者500人
を対象に， SEC提出用財務諸表から次の30項目を選んで， 各々の目的適合
性と侶頼可能性の各度合をアンケート調査している。
(30) Keith G. Stanga, The Relationship between Relevance and Reliability: 
Some Empirical Results, Accounting and Business Research, Winter 1980. 
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調査項目
取替原価情報対取得原価情報関係 10 
セグメント情報関係 10 
財務予測情報関係 4 
中間情報関係 6 
計 30
目的適合性と信頼可能性については，次のようにウェイト付けしている。
目的適合性 信頼可能性
1＝目的に著しく適合している。
2＝目的に僅かに適合している。
3＝どちらでもない。
1＝著しく信頼可能。
2＝僅かに信頼可能。
3=＝どちらでもない。
4＝目的に僅かに適合していない。 4＝僅かに信頼できない。
5＝目的に著しく適合していない。 5＝著しく信頼できない。
調査の結果，最も著しい特徴は，全項目にわたって，目的適合性と信頼可
能性の間に正の相関が示されていることである。すなわち，一方の特性の向
上は，必然的に他方の特性の犠牲を伴うというものではない。
調査結果によれば，財務分析家については，相関係数は0.1585から0.5714
まで分布し，中央値は0.3347,銀行家については， 0.1842から0.5412まで分
布し，中央値は0.3192である。これらの数値は，中庸程度の正の相関が目的
(31) 
適合性と信頼可能性との間に存在していることを示している。
われわれは，一般に，経験的検証を施すことなく，一方の特性を高めるに
は，他方の特性がある程度低下するのもやむをえない，との議論を展開しが
ちである。
スタンガの調査によれば，そうではなくて，両特性が同時に高められるの
である。この結果，そこには，これら両特性は相対立するのではなく，補完
し合う性質を有していること，すなわち，目的適合性の向上は信頼可能性の
向上を伴い，その逆もまた同様であることが示唆されている。彼の調査によ
(31) Ibid., pp. 33, 36. 
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れば，この典型が中間財務情報に現われている。たとえば，中間の売上収益
情報は，財務分析家にとって，目的適合性の度合が平均1.390, 信頼可能性
の度合は平均1.600と， いずれも適合度，信頼度が高く，相関係数は最高の
(32) 
0.5714である。
この結果，スタンガは次のように主張するのである。
「会計研究者と会計方針立案者は，会計情報開示の目的適合性を改善する
試みにのみ甘んずるべきではない。会計測定の信頼可能性を向上させる方法
の開発とその完成にも，資源が向けられなければならない。たとえば，取替
原価会計の領域では，かかる情報が，何故，港在的に，目的適合的かを論証
することに相当の時間を費してきた。恐らく，もっと多くの資源が，かかる
(33) 
情報の信頼可能性を高める方法の開発に費されるべきであろう。」
ところで，言うまでもなく，特定の情報がもつ適合度と信頼度には差があ
る。前例の中間売上情報はその差が僅少な場合である。貸借対照表に記載さ
れている商品の時価情報の場合，財務分析家にとって，適合度1.990に対し，
信頼度は2.470と低い。それに対し，同資産の原価情報の場合，適合度2.287
に対し，信頼度1.670と高い。ところが，これら両情報における適合度と信
頼度の相関は，いずれも正の相関を示しており，相関係数は両者共，約0.38
(34) 
である。
スタンガの実証的研究は，情報の有用性を支える基本的特性として，目的
適合性と信頼可能性を据える FASB概念報告書2号に対して，実に強力な
支持を提供したといえるだろう。
(5) 制約要因
情報はその利用者にも提供者にも，犠牲と便益をもたらし，犠牲が便益
と等しいか，もしくはそれ以下でなければ， 情報は提供されないとして，
FASB概念報告書2号は，犠牲一便益テストにおける犠牲を情報提供の制
(32) Ibid., pp. 33, 35. 
(33) Ibid., p. 36. 
(34) Ibid., p.. 34. 
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FASB概念報告書1号は，「提供される情報の特質と限界」と題する項で
情報の提供には，情報開示による訴訟や競争上の地位に関する負の効果を含
むコストを要し，したがって情報利用者は情報の理解と使用に必要な時間を
(36) 
含む，それに相応ずるコストを負担せねばならないことを規定していた。
FASB概念報告書2号は， 1号のこの規定を情報体系の中に位置付けた。
その意図の一つは，情報が他の資源と同様に一つの資源であることを明確に
することにある。他の資源と異なるのは，情報市場が不完全であること，と
(37) 
りわけ情報ベネフィットの及ぶ範囲を特定し難い点である。
他の一つは，意思決定一有用性接近法により，会計は意思決定に有用な情
報を提供することに最大の意義があるとの見解が有力な状況のもとで，会計
は有用な情報でありさえすれば， どのような情報でも提供しうるのではな
く，会計が提供しうる情報には限界があること，特に，提供する側に与える
負の効果を考慮する必要があることの明示である。
したがって，目的適合性と信頼可能性の特性を有する情報であればすべて
提供されるのではない。情報を提供するには，当該情報が，それらの特性を
有することによる価値以上のコストを要しないことが条件となる。コストが
ベネフィットと等しいか，それ以下であることが制約要因となるのは，この
ためである。
結局，目的適合性と信頼可能性は，当該情報の正の特性として情報価値を
高めるに対し，コストを要することが，当該情報の負の特性として情報価値
(38) 
を低下させることになる。
(35) FASB, Qualitative Characteristics of Accounting Information, op. cit., 
p. 14, para. 33. 
(36) FASB, Objectives of Financial Reporting by Business Enterprises, op. 
cit., p. 10, para. 23. 
(37) FASB, Qualitative Characteristics of Accounting Information, op. cit., 
p. 55, paras. 135-136. 
(38) FASB, Invitation to Comment, op. cit., p. 7, para. 19. 
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本節第1項の冒頭で言及したように，会計情報の作成は，重要性の判断の
規制を受ける。たとえ，情報のベネフィットがコストを上廻っていても，当
該情報が意思決定に影善を及ぼさないほど，重要性の乏しい項目であれば，
その情報は開示されない。このことから， FASB概念報告書 2号は，重要
(39) 
性もまた制約要因としている。
3. 情報特性の役割
FASB概念報告書2号が掲げる会計情報の特性の意味・内容は前節で明
らかにしえた。本節では，これら情報特性の役割をみておこう。
有用な会計情報をそうでない情報と区別するに際して，これら情報特性は
判断の指針を提供するが，前述のように，情報の有用性を規定する目的適合
性と信頼可能性の度合は，情報によって異にした。また，情報には，コスト
を要した。したがって，最も有用な情報とは，適合度と信頼度が最も高く，
コストが最も低い情報であり，その逆は，最も有用性の低い情報であること
B 9、 ?
目的適合性 ? ?
?
?? ??
?
京｀
??
酔I 傘
9. A 
図3 情報有用性の度合
(39) FASB, Qualitative Characteristics of Accounting Information, op. cit., 
pp. 14, 50~54, paras. 3, 123-132. 
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はいうまでもない。あらゆる可能な情報は，この両極の間にある。情報のかか
(40) 
る配列は，前頁図3の立方体で示される。角Bの情報の有用性が最も高く，角
Bから立方体の他の場所に移るにつれて有用性は低下し，角Aで最低になる。
会計情報の有用性の最大化には，すなわち図3角Bへの接近には，代替的
会計諸方法からの選択を伴う。そうであれば，会計情報の特性が，有用な情
報とそうでない情報を判断するのに指針を与えるということは，とりもなお
さず，かかる特性が，会計上の選択の指針となることを意味する。
会計上の選択は，資産，負債，収益，費用等の会計諸要素の定義，駆識，
測定，原価配分方法の決定等，種々の局面で生ずる。これらの選択には，主
として，二つの主体が関係をもっ，一つは，会計基準設定者 FASBそれ自
身であり，他の一つは，会計基準を会計対象に適用して，会計情報を作成す
(41) 
る個々の企業である。
したがって，会計情報の特性は，これら両者に対して指針を提供する。会
計基準設定者 FASBにとって， それは財務報告の目的と首尾一貫した会計
基準を展開するに際する指針となり，会計情報作成者にとって，それは経済
事象を認識・測定し，伝達する代替的諸方法の選択に際する指針となる。勿
論，このほかに情報利用者にとっても，情報特性に甕する知識を深めること
(42) 
により，会計情報の有用性と限界に関する理解を増すことになる。
FASBの以後の会計基準設定活動にとって，情報特性が指針として作用
することから，情報特性の効用を享受するこれら関係者の中でも，最大の受
益者は FASB自身となろう。とりわけ，それは概念枠組計画のもとで，本
概念報告書に続く財務諸表の要素，駆識，測定，開示に関する報告書を，同
報告書1号「企業による財務報告の目的」と結び付ける役割を果すことにな
ろ符
(40) FASB Invitation to.Comment, op. cit., p. 1. 
(41) F ASB, Qualitative Characteristics of Accounting Information, op. cit., 
p. 3, paras. 6-7. 
(42) Ibid., p. 5, para. 11. 
(43) Ibid., p. 1, para. 1. 
会計情報の特性（松尾） (667)117 
4. むすび
ASOBAT以後，しばしば，多元的基準接近法が展開されてきたが，その
多くは会計情報が備えるべき特性を列記するにとどまっていた。 FASB概
念報告書2号がそれらと異なる主要な特徴は，単に情報特性を提示するだけ
でなく，それらの体系化を試みた点にある。それによって，情報特性に操作
性をもたらし，それら特性が今後の会計基準の形成に貢献することが期待さ
(44) 
れている。
休系化の過程で特に注目に値するのは，情報特性が意思決定者の特質によ
って影響を受けることを明確にした点である。従来，多元的基準接近法の展
開に際し，この点はあまり議論されず，情報それ自体が備えるべき特性が強
調されるのが常であった。しかしながら，意思決定一有用性接近法を採り入
れる限り，意思決定者の特質と情報特性との関係は，暗黙の前提としてでは
なく，明白な事実として明示しておくことは必要であろう。
その際，本概念報告書は特定の意思決定者ではなく，広範な意思決定者に
(45) 
関連する情報特性に関心を寄せていることを強調している。これは一般目的
外部財務報告を規定した概念報告書1号との整合性を維持するためであると
思われる。この点で，意思決定ー有用性接近法を採り入れながらも，特定の
意思決定者を強調する見解とは異なることを明確にしようとする意図がうか
がえる。
この姿勢は，信頼可能性の説明にも反映されている。前述のように，意思
決定一有用性接近法のもとで，目的適合性とならんで情報の基本的特性とさ
れる信頼性は，情報がその利用者と関連することを強調していた。ところ
が， FASB概念報告書2号では，情報と利用者との関連は，目的適合性の
説明で強調し，信頼可能性を情報とその指示対象との関連で説明することに
重点を置いている。更に，中立性を信頼可能性のもとに配して，本概念報告
(44) Ibid., p. 64, para. 157. 
(45) Ibid., p. 18, para.. 41. 
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書が意図する情報が一般目的のものであることを鮮明にしようとしているの
である。
次に指摘しうる特徴は，コスト思考の導入とその明確化である。これは概
念報告書1号の方針を引き継いだことによる結果ではあるが，情報の提供に
とって，コストが制約要因となることを明確にした点は，情報特性論義に新
たな注意を喚起したばかりではなく，会計は情報利用者と情報提供者との関
係を考慮に入れなければならないことを明確にしたといえる。
最後に指摘しうる特徴は，計量可能性を情報特性として挙げていない点で
ある。この発端は，概念枠組計画に契機を与えた AICPA,APB ステイト
メント 4号に求めうるが，直接的には，概念報告書1号が財務報告によって
提供される情報は，質的に財務的であること，すなわち貨幣単位で計量さ
(46) 
れ，表現される情報であることに限定したことによる。この限定により，概
念報告書2号では，計量可能性を，殊更，情報特性として挙げる必要はなく
なった。 それにしても， この点は ASOBATとの際立った相遮を呈してい
る。
以上により， FASB概念報告書2号の内容を明らかにしえた。概念枠組
計画のもとで，概念報告書1号と他の報告書との繋ぎ役として，また会計基
準設定者たる FASB自身の活動に対する指針として，本概念報告書の趣旨
がどのように反映されていくか，今後の推移が注目される。
(46) FASB, Objectives of Financial Reporting by Business Enterprises, op. 
cit., pp. 8-9, para. 18. 
